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第一節
　
はじめに
　
アメリカ連邦政府においては、主要な行政・議会機関に監察総監︵
Inspector G
eneral ︶が設置され、当該機関
の監査業務及び当該機関の所掌事務にかかる司法捜査業務を行っている。監察総監は、これらの業務に加え、その任務として﹁所管行政の効率性、有効性及び効率性を推進し、横領と職権濫用を防止するように設計された活動のため リーダーシップと調整を行い、方針を勧告すること﹂が規定されており、これに基づいて、監査及び司法捜査 ように任務としては明記されて ない﹁監察・評価﹂ ︵
inspection and evaluation ︶の業務も行ってい
るとされる。　
しかし、監察総監制度の中で、監察・評価業務については、監査及び司法捜査のように、根拠法に明文の任務アメリカ連邦政府の監察総監が有する評価機能について
平
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規定が設けられておらず、その実態、そして、監察・評価業務と監査及び司法捜査の三つの業務がどのような関係にあるのかは、我が国ではいまだ詳細な紹介はなされていない。　
最近では、日本の国政政党レベルにおいても、我が国にも﹁行政監察総監制度﹂等の仕組みを導入し、行政監
視、行政の内部統制等の業務にあたらせるべきとの議論もみら る。　
本稿では、アメリカの監察総監制度の概要を紹介した上で、監察総監が行っている評価業務︵監察業務を含む︶
についてより詳しく実態を分析し 個別行政機関における評価業務実施部門モデルとしての監察総監制度について考察する。
第二節
　
監察総監制度の歴史と概要
　
一
　
前史
　
アメリカにおける監察総監の歴史は、一八世紀のアメリカ独立前の大陸軍にさかのぼるとされる。
　
現在の監察総監制度につながる、近代的な監査・司法捜査組織として 監察総監の設置は、一九五〇年代以後
の
ものである。例としては、一九五一年相互安全保障法︵
M
utual Security A
ct of 1951 ︶の一九五九年改正により
設置された、国務長官が任命する﹁監察総監・監査官﹂ ︵
Inspector G
eneral and C
om
ptroller ︶が挙げられる。こ
れは、一九六一年海外支援法︵
Foreign A
ssistance A
ct of 1961 ︶により﹁海外支援担当監察総監﹂ ︵
Inspector 
G
eneral, Foreign A
ssistance ︶として大統領任命・上院承認の官職となり、海外支援に加え、平和部隊及び農業
貿易開発に関する監視事務も所掌するようになった。なお、国務省においては、内部組織として一九五七年に次
1
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官補︵
A
ssistant Secretary ︶級の﹁外交担当監察総監﹂ ︵
Inspector G
eneral Foreign Service ︶を設置している。
　
農務省においては、農務省関連機関の公金詐取犯罪︵ビリー・ソル・エステス事件︶を受け、一九六二年に、
農務長官が、その行政命令に基づき、監察総監の設置を行っている。　
議会立法に基づき、省の業務全般を所掌する監察総監が設置されたのは、一九七六年の保健教育福祉省︵当時︶
が最初である︵
PL. 94-505 ︶ 。翌一九七七年には、エネルギー省にも設置されている︵
PL. 95-91 ︶ 。
　
二
　
一九七八年監察総監法︵
Inspectors G
eneral A
ct of 1978 ︶の制定とその後の発展
　
上記の農務省の監察総監が一九七四年に廃止されたこと、一九七四年及び一九七五年 下院政府運営委員会政
府
間関係・人的資源小委員会の調査で、保健教育福祉省において、内部監査・捜査が不適切に実施されているこ
とが明らかになったこと等から、議会立法に基づく監察総監の設置の必要性が認められるようになった。　
保健教育福祉省及びエネルギー省へ 議会立法に基づく監察総監の設置の ち、上記政府間関係・人的資源小
委員会は、他の連邦機関への監察総監の設置の必要性についての検討を行った。その結果、判明した課題は以下のとおりであった。・機関内の監査人及び捜査官全体を統括する中心的リーダーシップがない・監査対象であるプログラム実施の権限を持つ官職 者からの独立性が乏し・議会に重大問題を確実に伝達する手続が確立されていない・潜在的な詐欺や権限濫用を見つけるため プログラムがない　
このような指摘を踏まえ、一九七八年監察総監法では、保健教育福祉省の監察総監と同様の議会立法に基づく
5
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監察を、一二の機関に設置することとした。これにより、省内に散在している監査・捜査の権限を、監察総監という単一の上級の職員の指揮下に置き、監察総監は、機関の長︵権限が委任されている場合は機関の長に次ぐ席次の者︶に報告を行う。監察総監は、上院の承認の下で 大統領が任命する。 命は、党派性によらず、高潔性と、会計、財務分析 経営分析、行政又は捜査 発揮された能力によって行う。　
監察総監は、①監査と捜査を実施し、監督する、②経済性、効率性及び有効性を促進するために、リーダーシッ
プを発揮し 調整を行い、政策を勧告する、そして③自機関のプログラムと運営におけ 横領と権限濫用を捜査する。　
監察総監は、半期ごとに活動内容をまとめた報告書を作成し 機関の長に提出する。機関の長は関係する議会
の委員会に転送する。　
機関の長︵又は次席の者︶は、監察総 が監査・捜査を開始、実施、及び完了すること、並びに監査・捜査の
過
程で召喚状︵
subpoena ︶を発出することを妨げてはならないこととされている。
　
監査に関しては、会計監査院長︵
C
om
ptroller G
eneral ︶が作成する政府監査基準︵
G
overnm
ent A
uditing 
Standards ︶に従うことを義務付けた。この基準の中で、監査人・監査機関は、個人的・組織的に独立し、意見、
結論、判断及び勧告が中立であるように、そして知識ある第三者としてみられるように独立性の外観を保持しなければならないとしている。　
一九七八年監察総 法制定後、議 は、さらに大統領任命・上院承認の監察総監を八機関に設置した。一九八
八年には、一九八八年監察総監法改正法︵
Inspector G
eneral A
ct A
m
endm
ents of 1988 ︶及び政府印刷局監察総監
法︵
G
overnm
ent Printing O
fﬁce Inspector G
eneral A
ct of 1988 ︶を制定し、大統領任命・上院承認の監察総監を五
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機関に、機関の長が任命する監察総監を三四機関︵三三の連邦機関及び立法府の機関である政府印刷局︶に設置した。　
さらに二十年後の二○○八年に、二○○八年監察総監改革法︵
Inspector G
eneral R
eform
 A
m
endm
ents of 1988 ︶
により、大きな改正が行われている。その主な内容は、①監察総監を他の官職に異動又は免職を行う場合には、大統領又は機関の長は、その移動又は免職の
30日以上前に、処分理由とともに議会に通知しなければならない義
務規定、②給与水準 改善及び現金による賞与等 支給禁止、③独自の法律顧問からの助言、⑤予算要求における監察総監の権限強化、⑥監察総監室職員に関する人事権の拡大 ④監察総監の情報共有 ための﹁清廉性と効率性のための 察総監評議会﹂ ︵
C
ouncil of the Inspector G
eneral on Integrity and E
fﬁciency: C
IG
IE
︶の設置、⑦
監察総監が実施した評価・監察の数の半期報告への掲載、⑧ウェブサイトによる情報提供の改善等である。　
三
　
監察総監の設置状況
　
二〇〇八年までに監察総監が設置された機関は、大統領任命・上院承認のものについて表一、機関の長の任命
のものについて表二のとおりである。　
四
　
監察総監室の予算及び定員
　
監察総監室︵
O
fﬁces of Inspectors G
eneral ︶の予算及び定員は、表三のとおりである。インテリジェンス組織
については非公表となっている。予算では、国防 省 保健社会福祉省、郵政公社など 一億ドルを超える予算を要して る。常勤換算定員でも、これらの省は一千人を超える官職を擁している。逆 、一桁の官職数 機関
7
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表１　大統領任命・上院承認の IG（法律制定順、廃止されたものも含む）
名　　　　　称 法律成立年
保健教育福祉省（Department of Health, Education and Welfare）
　［現在の保健福祉省（Department of Health and Human Services）］
1976
エネルギー省（Department of Energy） 1977
農務省（Department of Agriculture）
商務省（Department of Commerce）
要保護者補助行政局（Community Service Administration）
　［1981年保健福祉省に統合］
住宅都市開発省（Department of Housing and Urban Development）
内務省（Department of Interior）
労働省（Department of Labor）
運輸省（Department of Transportation）
環境保護庁（Environmental Protection Agency）
共通役務庁（General Service Administration）
航空宇宙局（National Aeronautics and Space Administration）
小企業庁（Small Business Administration）
退役軍人庁（Veterans Administration）
　［1989年に退役軍人省（Department of Veterans Affairs）に改組］
1978
教育省（Department of Education） 1979
人工燃料公社（US Synthetic Fuels Corporation）［1985年廃止］
国務省（Department of State）
1980
国際開発庁（Agency for International Development） 1981
国防総省（Department of Defense） 1982
鉄道退職年金委員会（Railroad Retirement Board） 1983
情報局（US Information Agency）［1999年廃止］ 1986
軍備管理軍縮庁（Arms Control and Disarmament Agency）
　［1999年国務省に統合］
1987
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司法省（Department of Justice）
財務省（Department of Treasury）
連邦緊急管理庁（Federal Emergency Management Agency）
　［2003年国土安全保障省に統合］
原子力規制委員会（Nuclear Regulatory Commission）
人事管理庁（Ofﬁce of Personnel Management）
1988
整理回収公社（Resolution Trust Corporation）
　［1995年連邦預金保険公社に承継］
中央情報局（Central Intelligence Agency）
1989
全国・地域サービス連邦公社
　（Corporation for National and Community Service）
連邦預金保険公社（Federal Deposit Insurance Corporation）
　［機関の長による任命から格上げ］
1993
社会保障庁（Social Security Administration）
地域開発金融機関基金
　（Community Development Financial Institution Fund）
　［1995年に財務省に統合］
1994
税務に関する財務省監察総監
　（Treasury Inspector General for Tax Administration）
1998
テネシー川流域開発公社（Tennessee Valley Authority）
　［機関の長による任命から格上げ］
2000
輸出入銀行（Export-Import Bank）
国土安全保障省（Department of Homeland Security）
2002
出典：Kaiser (2008), p.4, Table 1 に加筆。
注： 税務に関する財務省監察総監は、IG が設置されている組織体（財務省）の内部に、その所掌事
務の一部のみを対象とする恒常的な IG が設置されている唯一の例である。中央情報局の IG の
み、1978年監察総監法上の IG ではない。
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表 2　機関の長が任命する IG
アメリカ鉄道旅客公社（Amtrak）
アパラチア地域委員会（Appalachian Regional Commission）
議事堂建築監（Architect of Capitol）
連邦準備制度理事会（Board of Governors, Federal Reserve System）
商品先物取引委員会（Commodity Futures Trading Commission）
消費者製品安全委員会（Consumer Product Safety Commission）
公共放送公社（Corporation for Public Broadcasting）
デナリ委員会（Denali Commission）
選挙支援委員会（Election Assistance Commission）
雇用機会均等委員会（Equal Employment Opportunity Commission）
農業金融局（Farm Credit Administration）
連邦通信委員会（Federal Communications Commission）
連邦選挙委員会（Federal Election Commission）
連邦住宅金融庁（Federal Housing Finance Agency）
連邦労使関係院（Federal Labor Relations Authority）
連邦海事委員会（Federal Maritime Commission）
連邦取引委員会（Federal Trade Commission）
会計検査院（Government Accountability Ofﬁce）
政府印刷局（Government Printing Ofﬁce）
法律支援公社（Legal Services Corporation）
議会図書館（Library of Congress）
公文書館（National Archives and Records Administration）
信用組合庁（National Credit Union Administration）
全米芸術基金（National Endowment for the Arts）
全米人文科学基金（National Endowment for the Humanities）
全米労使関係委員会（National Labor Relations Board）
全米科学財団（National Science Foundation）
国家情報長官室（Ofﬁce of Director of National Intelligence）
平和部隊（Peace Corps）
年金給付保証公社（Pension Beneﬁt Guaranty Corporation）
証券取引委員会（Securities and Exchange Commission）
スミソニアン機構（Smithsonian Institution）
アフガニスタン復興特別監察総監（Special IG for Afganistan Reconstruction）
イラク復興特別監察総監（Special IG for Iraq Reconstruction）
不良資産救済プログラム特別監察総監
　 （Special IG for Troubled Asset Relief Program）
議事堂警察（U.S. Capitol Police）
国際貿易委員会（U.S. International Trade Commission）
郵政公社（U.S. Postal Service）
出典：Kaiser (2008), p.5, Table 2 に加筆。
注： 議事堂建築監、国家情報長官室、会計検査院、政府印刷局、議会図書館、議事堂警察、アフ
ガニスタン復興特別監察総監及びイラク復興特別監察総監を除き、1978年監察総監法（1988
年改正）に基づく指定連邦主体（designated federal entities）である。なお、同法では、国防
総省に置かれている諜報機関である、国防情報局（Defense Intelligence Agency）、国家地球
空間情報局（National Geospatial-Intelligence Agency）、国家偵察局（National Reconnaissance 
Ofﬁce）及び国家情報局（National Security Agency）も指定連邦主体とされているが、Kaiser 
(2008) では記載されていない。
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表 3　OIG 予算額・常勤換算官職数一覧（2010年会計年度）
省　　庁　　名 予算額（米ドル） 常勤換算官職数 
農務省 88,725,000  630.00 
国際開発庁 46,500,000  188.00 
アメリカ鉄道旅客公社 19,000,000  107.00 
アパラチア地域委員会 611,000  3.00 
議事堂建築監 1,886,000  7.00 
中央情報局 非公表  同左 
商務省 27,000,000  155.00 
商品先物取引委員会 1,098,000  4.00 
消費者製品安全委員会 800,000  6.00 
全国・地域サービス公社 7,700,000  28.00 
公共放送公社 1,268,000  10.00 
デナリ委員会 417,932  1.00 
国防総省 288,100,000  1,554.00 
教育省 60,053,000  287.00 
選挙支援委員会 1,821,000  3.00 
エネルギー省 51,900,000  269.00 
環境保護庁 54,696,000  336.00 
雇用機会均等委員会 1,891,635  10.00 
輸出入銀行 2,500,000  10.00 
農業金融局 1,057,703  5.00 
連邦預金保険公社 37,900,000  130.00 
連邦通信委員会 5,827,783  45.00 
連邦選挙委員会 1,116,762  6.00 
連邦住宅金融庁 2010年10月発足のためデータなし
 同左 
連邦労使関係院 372,084  1.35 
連邦海事委員会 762,000  3.00 
連邦準備委員会 19,289,055  54.00 
連邦取引委員会 1,100,000  5.00 
会計検査院 824,096  不明 
政府印刷局 5,800,000  23.00 
共通役務庁 60,080,000  313.00 
保健福祉省 282,274,000  1,582.00 
国土安全省 129,874,000  632.00 
住宅都市開発省 125,000,000  684.00 
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内務省 48,590,000  291.00 
司法省 84,368,000  451.00 
労働省 84,341,000  420.00 
法律支援公社 4,200,000  25.00 
議会図書館 2,907,334  17.00 
航空宇宙局 36,400,000  194.00 
公文書館 4,100,000  23.00 
信用組合庁 3,200,000  9.00 
全米芸術基金 601,609  3.00 
全米人文科学基金 693,600  5.00 
全米労使関係委員会 1,281,700  6.00 
全米科学財団 14,000,000  76.00 
原子力規制委員会 10,860,000  58.00 
国家情報長官室 非公表  同左 
人事管理庁 22,564,000  132.00 
平和部隊 3,919,200  17.80 
年金給付保証公社 5,655,745  19.00 
郵便規制委員会 467,000  2.00 
鉄道退職年金委員会 8,186,000  53.00 
小企業庁 17,300,000  110.00 
証券取引委員会 4,300,000  19.00 
スミソニアン機構 2,853,000  19.00 
アフガニスタン再建特別監察総監 23,000,000  80.00 
イラク再建特別監察総監 30,000,000  100.00 
不良債権買取プログラム特別監察総監 48,400,000  135.00 
社会保障庁 102,682,000  583.00 
国務省 54,000,000  220.00 
税務に関する財務省監察総監 149,000,000  820.00 
運輸省 74,839,000  438.00 
財務省 26,700,000  139.00 
テネシー川流域開発公社 19,000,000  104.00 
議事堂警察 1,493,318  4.00 
国際貿易委員会 600,000  5.00 
郵政公社 244,400,000  1,106.00 
退役軍人省 107,000,000  554.00 
公表分計 1,496,776,506 13,329.15 
総計 2,569,147,556 N.A.
出典：CIGIE 資料
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も少なくない。　
財源については、議会により配分される予算に依存するものの他に、金融機関に対する規制機関のように、対
象機関から手数料を徴収するものもあり、このような機関では、財政緊縮の影響を受けにくい。
第三節
　
監察総監制度における評価機能の位置づけ
　
一
　
清廉性と効率性に関する監察総監評議会の活動からみる監察総監制度における評価制度の位置付け
　
清廉性と効率性に関する監察総監評議会︵以下﹁監察総監評議会﹂という。 ︶には、常設委員会として監察・
評価委員会︵
Inspection and E
valuation C
om
m
ittee ︶が置かれている。この委員会においても、活動内容は非常
に基本的な事項にとどまっている模様である。　
監察総監評議会発足後の二〇〇八会計年度以後の年次報告書 おける監察・評価委員会の活動 以下のとおり
で
ある。
二
 〇〇八会計年度：監察総監コミュニティの現状を把握した連邦監察総監サーベイの監察・評価部分の結果を公表した。この報告書は、二〇〇三年サーベイ 後、監察・評価コミュニティ内部に大きな変化があったことを明らかにした。
二
 〇〇九会計年度：初めて、監察総監コミュニティ全体 評価者会議を主催した。 議では、新規及び熟練の評価者の評価技能を高めることとともに、監察総監コミュニティ全体に一貫した基準を適用することを強調した。
二
 〇一〇会計年度：研修、協働作業及び機関間 ケ ションのガイドとして用いるための結果を得るため、
11
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監察総監室の監察・評価機能についてのサーベイを行った。監察総監評議会メンバーによる監察・評価活動全体への単一の基準としての評価・調査基準を更新し、了承を得た。
二
 〇一一会計年度：監察 評価両方の諸定義を明確化するため、及び監察・評価を行う監察総監室が当該基準を遵守しなければならず、当該基準を実施するための書面による方針 備えなければならないことを明確化するため、監察総監評議会の﹁ ・ に関する品質 ﹂を改定した。監察総 評議会の監査・監察・評価学校の新任校長とともに監察・評価研修マトリクスを開発する作業を行っ
　
ここで、 ﹁監察﹂ ︵
inspection ︶と﹁評価﹂ ︵
evaluation ︶の違いは何か、そもそも区別しうるのか、という問題
が出てくる。ここでは、監察総監評議会監察・評価委員会が策定する﹁監察・評価に関する品質基準﹂におけるとらえ方、そして、個々の監察総監︵室︶の認識が反映され
ていると考えられる、監察・評価委員会による監察
総監室の監察・評価機能についてのサーベイに対する回答を見ていきたい。　﹁監察・評価に関する品質基準﹂ ︵二〇一二年︶においては、その前文において、監察・評価とはなにか、そして、監察と評価 区別につい 論じて る。　監察及び評価は、ある機関の運営の設計、実施及び／又は結果 システマチックで独立した査定であ 。機関
のマネジャー、政策決定者等に、タイムリーで、信頼でき、有用な情報を提供する。監察又は評価は、機関の運営、プログラム又は の、効率性 有効性、インパクト及び／又は持続可能性を決定するために用いられる。しばしば、改善を勧告し、行政上の行為が必要な個所を特定する。監察及び評価には以下のような、しかし、これらに限定されない他の利用方法もある。
15
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・事実情報及び分析情報の提供・業績の測定・適用されうる法、行政規則及び／又は政策の遵守の決定・より良く活用されるべき剰余及び資金の特定・ベスト プラクティスや成功を約束するアプローチ 共有・横領、無駄、職権濫 及びマネジメント上の誤りに関する申立ての審査　
各省庁の監察及び評価機能は、その独自のミッションに合わせて作られている。監察業務と評価業務を区別し
ている監察総監室もある。したがって、監察総監コミュニティのニーズに応答性が高いものとなるためには、監察及び評価を実施するための基準は過度に規範的であってはならないことが重要であり、さ なくば、監察及び評価をこのような価値のあるツールとしている柔軟性やタイムリーさを失わせるであろう。このような業務すべてが、この﹁監察・評 のための品質 ﹂ 、改正一九七八年監察総監法その他の
、ある組織の運営に適用しう
る立法、行政規則又は基準すべてを遵守して行われ
ることを保障する書面の方針及び手続を開発するのは、監察
及び評価を実施する個々の監察総監室の責務である。　
そして、本文では、 ﹁ ﹃監察﹄という用語は、評価、調査︵
inquiry ︶及びこれに類似のレビューで、監査又は
刑事捜査ではないもの 含む﹂とし︵ ﹁ 官﹂もこのような業務を実施する個人を広く指す︶ 、 ﹁監察﹂及び﹁監察官﹂の語で、評価及びこれに類似の活動をすべて包含し、区別 ていないのである。　
監察・評価機能についてのサーベイにおいても、回答者の多くは、監察と評価を区別可能ではないと考えてい
18
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る。両者を区別している監察総監室においては、ある監察・評価において、分析が含まれるかどうかを基準とし いる。いくつかの機関では、監察が、組織又はプロセス 、不可欠の要素の生むについて審査し 調査結果を報告す ことであるのに対し、評価は、これよりもさらに奥を目指し、監察で得られたデータの、詳細な分析又は査定を含むと回答している。　
二
　
 監察・評価機能についてのサーベイ結果からみる評価機能の現状
　
監察総監評議会は、前身の大統領評議会の時代から、一九九五
年、一九九九年、二〇〇三年、二〇〇七年及び二〇一〇年の四回にわたり連邦監察総監室の監察・評価機能の調査を行ってきている︵主要指標の経年的推移について、表四参照︶ 。　
二〇一〇年サーベイによれば、調査対象六九機関のうち四二機
関が監察・評価活動を実施しており、このうち三五 関が監察・評価のための部局を有している。このうち一八機関は、監察総室
の中に、独
立した部門として存在しており、一七機関は、他の
機能︵監査、捜査、マネジメント等︶の部局と併存している︵無
20
21
表 4 　監察・評価実施状況に関する主要指標の推移
1995 1999 2003 2007 2010
監察・評価を実施している監察
総監室数
n/a n/a 40 31 42
評価担当部局を内部に有する監
察総監室数
19 15 26 25 35
常勤換算職員数 n/a 415 528 603 822
年間予算（有効回答平均、米ド
ル）
n/a 2,424,000 2,655,789 3,953,068 n/a
公表報告書数 n/a 306 412 477 584
出典：CIGIE(2007)p.1 の表に加筆。
注 1：1995年及び1999年調査は監察円卓会議参加監察総監室のみ調査。
　 2： 2007年のデータのうち、常勤換算職員数と公表報告数は2010年サーベイ結果報告書データに
よる。
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回答八機関︶ 。　
人員的にみると、監察・評価担当の職員数は二〇一〇年に常勤換算で八二二人おり、二〇〇七年の六〇三人か
ら三六％増加している。評価専担の官職を有する機関は、四三機関中二七機関である。残り一六機関のうち、八機関では他の業務と兼務である︵無回答八機関︶ 。職員数の六七％は主要六機関で占めており、特に、保健社会福祉省と退役軍人省が大きく、後者はこの三年で急激に増加している。二〇人を超える常勤職員がいるのが一二機関のみである。四二機関の平均は三二人である。　
業務内容では、四三部局中三○機関︵七○％︶が評価を、二六機関︵六○％︶が監察を実施していると回答し
ている︵四三部局中、両方を実施していると回答してい のが一六機関︵三七％︶で、無回答部局があるものと推測され ︶ 。　
二〇一〇年サーベイは、一九七八年監察総監改革法に基づき遵守すべき基準として監察総監評議会が﹁監察・
評価に関する品質基準﹂ ︵通
称ブルー
・ブック︶を採択する︵二〇一〇年五月︶の直前︵三月︶に実施された。
しかし、四二機関中三八機関は、業務に関する基準 して監察・評価に関する品質基準を使用していると回答した。残りのうち三 は、会計検査院の政府監査基準︵通称イエロー・ブック︶を使用していると回答した︵一機関は無回答︶ 。　
監察総監評議会によれば、政府監査基準は、監察・評価に関する品質基準よりも分量が多く、詳細で、規範的
な記述がされているも の、両者は一貫性がある。両者の大きな違いは、以下の四点　
一
 　
トピック選択：監察・評価に関する品質基準にはトピック選択に関する記述があるが、政府監査基準には
ない。
22
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二
　
勧告のフォローアップ義務：右に同じ。
　
三
 　
監察・評価︵監査︶に対する独立した評価：監察・評価に関する品質基準では、監察・評価部局の作業へ
の独立した査定は﹁必要に応じて﹂ ︵
as appropriate ︶行うものとされている。これに対し、政府監査基準では、
三年ごとのピア・レビューが義務付けられている。
　
四
 　
研修：監察・評価に関する品質基準では、研修の努力目標は二年ごと 八〇時間であるが、最低四〇時間
の研修が義務付けられている。政府監査基準では、二年ごとに八〇時間の研修が義務付けられている。
第四節
　
まとめ
　
アメリカ連邦政府の監察総監制度における評価の位置付けは、監査及び司法捜査に比べると、以下のような法
制度、組織、技術等の観点から、未だ発展段階にあると考えられる。①
 　
監察総監法に任務として規定のある捜査及び監査については、それぞれ独立した部門として確立し、活動手
法
も確立している。捜査部門は、連邦警察体制にとって不可欠な一 素ともなっており、人事・服務も異なる。
これに対し、監察及び評価は、二〇〇八年監察総監改革法において、その報告書の件数の半期報告への記載が規定さ たのみである。
②
 
監査は、監察総監法第四条⒝⑴
Aにより、会計検査院の定める政府会計基準によらなければならないという、
統一手法がある︵これは財務監査のみならず、業績 査にも該当する︶ 。さらに、別法で、財務監査については一九九四年政府マネジメント改革法︵
the G
overnm
ent M
anagem
ent R
eform
 A
ct of 1994: G
M
R
A
︶第四〇五⒝
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条、一九九〇年首席財務官法︵
the C
hief Financial O
fﬁcers A
ct of 1990: C
FO
 A
ct) 、情報システム監査について
は二〇〇二年連邦情報保安マネジメント法︵
the Federal Inform
ation Security M
anagem
ent A
ct of 2002: FISM
A
︶
の義務付けがあり、定常業務として確立している。これに対し、評価については、監察・評価に関する品質基準が、専門家が遵守すべき規範として制定法の根拠を得たものの、この基準は、担当者の柔軟性に考慮した緩やかな規範となっている。
　
 　
ただし、業績監査については、政府監査基準の業務監査基準も財務監査に準じたものであること、監査人と
して訓練を受けてきた者は、基本的には財務監査人であることから、事前 定められた基準に照らした合規の
チェックが中心となる可能性が高い。他方、評価という行為の性格上、手法選択 自由度が認められるのは
好ましいことではある。
⑤
 　
二〇〇〇年報告統合法︵
R
eports C
onsolidation A
ct of 2000 ︶により、監察総監は、当該機関が直面している
最重要のマネジメント上及び業績上の挑戦を特定し、業績アカウンタビリティ報告書︵
Perform
ance and 
A
ccountability R
eport ︶に記載することを義務付けられているが、経常的な捜査・監査を通じた発見で要件を
充足しており、このために特別の調査・評価を行う必要はない模様である。上記① 監察・評価報告件数も同様である。
　
監察総監制度における各業務相互の関係をイメージ図で示したものが図一である。業務監査 部分が鵺のよう
なもので、監査として会計検査院の定める政府監査基準の下で合規性中心にチェックするのか、評価として、専門
家としての責任において、技術水準は高く、しかしその手法選択 事案に合わせてより裁量的に行う かで、
監察総監の役割はかなり異なってくるであろう。未来の問題発生防止、アウトプット・アウトカム重視ならば、
28
29
30
31
₄₇巻２号　（₂₀₁₃. １）　（　　）50
論　　説
後者への移行が好ましいのではないだろうか。　
ライトは、一九八〇年代末から規模を拡大し、実績も上げた保
健社会福祉省監察総監室の評価・監察局を例に挙げながら、成功の理由を次のように分析している。一点目 、人員のゼロサム・ゲームの中で、本省で削減された評価担当職員一五〇人減を監察総監室でほぼそのまま受け入れら こと、政治からの独立性の高さ、当時の長官リチャード・カサロウが、 の速度を強調しつつ、将来への問題発生 防止を重視した戦略を ったことなどを挙げている。アメリカ 監察総監制度における評価の場合は、政治に影響を受けずに﹁権力に正しいことを言う﹂ ︵
speak truth 
to the pow
er ︶は偶発的に生じた︵ゆえに、発足から三〇年以上
経過しても保健社会福祉省等、一部の監察総監室しか評価機能を発揮できていない︶ 。しかし 評価実施 おける政治から 独立性
の効果については、学ぶべき点が大きいのではないかと考えら
れる。
32
図１　監察総監制度における各業務の関係
捜　　査財務監査
評　　価
業績監査
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─ G
A
O
と
C
IA
を巡る最近の状況から
─ ﹂ ﹃レファ
レンス﹄二〇〇六年五月号、四八～六六頁︵
http://w
w
w
.ndl.go.jp/jp/data/publication/refer/200605_664/066404.pdf,  
二〇一二年一 月 日確認︶
三菱ＵＦＪリサーチコンサルティング株式会社︵二〇一〇︶ 、 ﹃欧米主要国政府における内部統制の状況及びそれに対する
会計検査院の関与・検査﹄ ︵平成二一年度会計検査院委託業務報告書︶ ︵
http://w
w
w
.jbaudit.go.jp/effort/study/pdf/
itaku_h22_2.pdf, 二〇一二年一〇月六日確認︶
森毅︵二〇〇六︶ ﹁米国連邦政府における内部統制について﹂ ﹃金融研究﹄第二五巻第二号一○九～一二六頁︵
http://
w
w
w
.im
es.boj.or.jp/research/papers/japanese/kk25-2-4.pdf, 二〇一二年一〇月六日確認︶
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B
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. and Frederick M
. K
aiser, 2007. Statutory Inspectors G
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evelopm
ents and Legal Issues , 
C
R
S R
eport for C
ongress R
L34176 (Septem
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http://w
w
w
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C
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fﬁciency (C
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IE
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eport to the President, Fiscal Year 
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w
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C
IG
IE
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eport to the President, Fiscal Year 2009 ︵
http://w
w
w
.ignet.gov/randp/fy09apr.pdf, 二〇一二年一〇
月六日確認︶
C
IG
IE
, 2011a. A
 Progress R
eport to the President, Fiscal Year 2010 ︵以上、
http://w
w
w
.ignet.gov/randp/arpt1.htm
l にファイ
ル掲載、二〇一二年一〇月六日確認︶
C
IG
IE
, 2011b. G
row
th and D
evelopm
ent of the Inspection and E
valuation C
om
m
unity: 2010 Survey R
esults ︵
http://w
w
w
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gov/pande/ie/ie2011survey.pdf, 二〇一二年一〇月六日確認︶
C
IG
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http://w
w
w
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l にファイル掲載、
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C
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, 2012b. Q
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valuation ︵
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w
w
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G
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ccountability O
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A
O
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eneral: E
nhancing F
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ccountability  (G
A
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w
w
w
.gao.gov/assets/120/110419.pdf, 二〇一二年一〇月六日確認︶
G
eneral A
ccountability O
fﬁce (G
A
O
), 2012. G
overnm
ent A
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A
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http://w
w
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G
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ichael H
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ala, 2011. G
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ent and N
ot-for-Profit A
ccounting: C
oncepts and Practices . W
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K
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eneral: Past and Present , C
R
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PE
IE
/E
C
IE
, 1996. A
 Progress R
eport to the President, Fiscal Year 1995
PE
IE
/E
C
IE
, 1997. A
 Progress R
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m
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ent of O
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G
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ertain E
xecutive D
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ents and A
gencies , 95th C
ongress 1st Session, R
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U
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om
m
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eneral in 
C
ertain E
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ents and A
gencies , 95th C
ongress 2nd Session, R
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注：本稿は、二〇一一年度に総務省からの委託により実施した﹁米国の政策評価に関する調査研究﹂の研究成果の一部で
ある。なお、本研究においては、二〇一二年二月四日から二月一二日までアメリカ・ワシントンＤＣ及びメリーランド州における現地調査を行った。監察総監については、以下の日程で訪問インタビューを実施した。
二月七日・農務省︵
D
epartm
ent of A
griculture: U
SD
A
︶
　
監察総監室︵
O
fﬁce of Inspector G
eneral: O
IG
︶
・労働省︵
D
epartm
ent of Labor: D
oL ︶
　
雇
用訓練局︵
E
m
ploym
ent and T
raining A
dm
inistration: E
TA
︶
　
賃金・勤務時間局︵
W
age and H
ours A
dm
inistration: W
H
A
︶
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監察総監室︵
O
fﬁce of Inspector G
eneral: O
IG
︶
二月八日・
 清廉性と効率性に関する監察総監評議会︵
T
he C
ouncil of Inspector G
eneral on Integrity and E
fﬁciency: C
IG
IE
︶
二月九日・保健社会福祉省︵
D
epartm
ent of H
ealth and H
um
an Services: H
H
S ︶
　
食品・薬品局︵
Food and D
rug A
dm
inistration: FD
A
︶
二月一〇日・ジョージタウン大学
L
ynn R
oss
教授及び
M
ark R
om
准教授
 
 
なお、現地調査に同行した総務省行政評価局山崎実及び勝俣良太両氏が保健社会福祉省監察総監室を二月一〇日に
訪問しており、その情報にも依拠している。
 
 
アメリカ連邦議会関係の資料入手については、亜細亜大学大学院法学研究科博士課程宮本剛志氏の御協力 いただ
い
た。誌面を借りて謝意を表したい。
　注
︵
1︶　
日本語により監察総監制度を紹介した文献としては、三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング︵二〇一〇︶二九～
五〇頁、高木︵二〇一〇︶一一一～一一二頁、東︵二〇〇七︶一一四～一一六頁、森︵二〇〇六︶一一三～一一四頁、廣瀬︵二〇〇六︶五〇頁、インテリジェンス機関に限定したものとして新田︵二〇〇二︶五三～五五頁、政府開発援助に限定したものとして中川︵一九九 ︶などがある。なお、廣瀬に﹁連邦政府各省庁の財務監査や経済性、効率性、有効性の検査は、 ［会計検査院から］監察総監へ移行された﹂ ︵五一頁︶との記述があるが、正確には、一九五〇年予算会計手続法︵
B
udget and A
ccounting Procedure A
ct of 1950 ︶において、①各省庁による事前の支払請求、財務省に
よ
る支払命令書の交付、会計検査院による証票の検査という従来 支出手続を、財務長官および会計検査 長が放棄
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しうるとされ︵
Sec.115 ︶ 、②会計検査院には各省庁が守るべき会計の原則・基準・要件の策定︵
Sec.112 ︶と連邦政
府機関の財務活動に対する監査︵
Sec.117 ︶の役割が与えられ、さらに、③各省庁に会計システムの整備と財務報告
の作成の責任を持たせる︵
Sec.111 ︶とともに、各省庁の長に対し、会計および内部統制システムを整備し、維持す
ることを義務付ける︵
Sec.113 ︶という形で、各執行機関に基本的な会計責任が任された。その上で、監察総監制度
の整備、拡充によって、各省庁共通の内部監査システムが整備されたものである。上記森︵二〇〇六︶一一二～一一三頁参照。
︵
2︶　
例として、長島一由［民主党衆議院議員］ブログ︵二〇一一年七月二八日付︶ ﹁行政監視制度に関する提言︵案︶ 、
内閣部門会議で了承。 ﹂ ︵
http://nagashim
akazuyoshi.seesaa.net/article/216866652.htm
l ︶参照。
︵
3︶　
アメリカ独立戦争時の大陸軍において、一七七七年に監察総監が初めて任命され、これがアメリカ陸軍の監察総監
の始まりとされている。なお、欧米における最初の監察総監は、一六六八年にフランスのルイ一四世が歩兵及び騎兵に対する監察総監を任命した に始まるとされ 。カリフォルニア州軍ウェブサイト
http://history.state.gov/
departm
enthistory/people/principalofﬁcers/inspector-general-foreign-assistance ︵二〇一二年一〇月六日確認︶及び
Light (1993), p.25 参照。
︵
4︶  
Light (1993), pp.28-30 参照。この官職は国務省に置かれ、実務上は
“ Inspector G
eneral of Foreign A
ssistance”
と呼ば
れていた模様である
。一九七七年六月に国務長官指示により
、外交担当監察総監︵
Inspector G
eneral of the Foreign 
Service ︶がこの職務も執行することとされ、さらに、一九七七年国際開発・食料援助法に基づき、翌一九七八年七
月に外交担当監察総監 法律上も事務が移管されている。アメリカ国務 ウェブサイト
http://history.state.gov/
departm
enthistory/people/principalofﬁcers/inspector-general-foreign-assistance, 二〇一二年一〇月六日確認︶参照。
︵
5︶　
これは、従前の外交官監察団長︵
C
hief of the Foreign Service Inspection C
orps ︶を格上げしたもので、一九八〇年
外交官法︵
Foreign Service A
ct of 1980 ︶により、一九八一年に大統領任命・上院承認の、一九七八年監察総監法に基
づ
く﹁国務省・外交官監察総監﹂ ︵
Inspector G
eneral of the D
epartm
ent of State and Foreign Service ︶になっている。
アメリカ国務省ウェブサイト︵
http://history.state.gov/departm
enthistory/people/principalofﬁcers/inspector-general,  
二〇一二年一〇月六日確認︶参照。
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︵
6︶　
アメリカ農務省ウェブサイト ︵
http://w
w
w
.usda.gov/oig/invest.htm
, 二〇一二年一〇月六日確認︶ 及び
Light (1993), 
pp. 31-35 参照。
︵
7︶　
G
A
O
 (2003), p.18-19 参照。
︵
8︶　
一九八一年に、大統領令第一二三〇一号によって、大統領任命の監察総監を構成員とする﹁清廉性と効率性に関す
る大統領評議会﹂ ︵
President’ s C
ouncil on Integrity and E
fﬁciency 。以下﹁大統領評議会﹂という。 ︶が、一九九二年に、
大統領令第一二八〇五号によって、機関の長任命の監察総監を構成員とする﹁清廉性と効率性に関する行政府評議会﹂︵E
xecutive C
ouncil on Integrity and E
fﬁciency 。以下﹁行政府委員会﹂という。 ︶が、それぞれマネジメント担当行政
管理予算庁副長官を議長と
して設置されていた。
︵
9︶　
改
正内容の簡潔なまとめについては、
C
IG
IE
 (2009), p.13 参照。
︵
10︶　
K
aiser (2008)
参照。
︵
11︶　
C
IG
IE
副議長︵農業金融局監察総監︶
C
arl A
. C
linefelter
氏の説明による。農業金融局の歳入は、農業金融機関から
の検査手数料による。
︵
12︶　
監察・評価委員会は、監察総監評議会発足以前は、大統領評議会の委員会とし 設置されていた︵ウェブ上で確認
できる一九九五会計年度以後の大統領評議会・行政府委員会年次報告書に現れるのは、一九九六会計年度報告書から。Light (1993)
によれば、一九八七年に﹁監察・特別レビュー委員会﹂が設置されていたとされている︵
p.187 ︶ 。ただし、
同委員会の活動として例示されているのが﹁監察総監の召喚状︵
subpoena ︶の法的分析﹂であるので、現在の監察・
評価委員会と継続性があるのか否かは不明
。一九九三年には、連邦の監察総監室全体の監察・評価部門の長︵副長官
補
︵
A
ssistant Inspector G
eneral ︶クラス︶で構成される﹁監察・評価円卓会議﹂ ︵
Inspections and E
valuation 
R
oundtable ︶が設置され、監察・評価に関し、連邦の監察総監室全体のサーベイや能力開発を行っていた。一九九七
会計年度までは年次報告書上は監察円卓会議︵
Inspections R
oundtable ︶と表記され、九八、九九両会計年度の年次
報告書には記載がなく、二〇〇〇会計年度 年次報告書その他の文書から現在の名称となっている。
C
IG
IE
 (1996), 
pp.12-13, C
IG
IE
 (1997), p.6, PC
IE
 (1999b), inside front cover, and PC
IE
/E
C
IE
 (2000), pp.14-15 参照。
︵
13︶　
C
IG
IE
 (2009). p.11.
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︵
14︶　
C
IG
IE
 (2010), p.3.
︵
15︶　
C
IG
IE
 (2011a), p.9.
︵
16︶　
C
IG
IE
 (2012a), p.3
︵
17︶　﹁監察・評価に関する品質基準﹂
(Q
uality Standards for Inspection and E
valuation)
は、監察・評価に従事する者の
ための専門家としての基準として、監察総監評議会監察・評価委員会が策定しているもの。一九九三年に﹁監察に関する品質基準﹂として策定︵二〇〇五年改定︶されている。従前は基準の遵守は任意であったが、二〇〇八年監察総監改革法︵
sec.11(c)(2) ︶において、評議会構成員たる監察総監は、評議会が開発する専門家基準を遵守することが
義務付けられ、二〇一〇年に、評議会は、 ﹁監察・評価に関す 品質基準﹂を監察・評価に関する専門家基準として採択している。
C
IG
IE
 (2012b), M
essage from
 the C
hairm
an of C
IG
IE
 Inspection and E
valuation C
om
m
ittee
及び
C
IG
IE
 
(2005), p.17 参照。
︵
18︶  
C
IG
IE
 (2012b), preface
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